	第7回　みえ若者就労支援ネットワーク会議

日時：2008年2月20日（水）19:00-21:30

場所：アスト津　みえ市民活動ボランティアセンター　ミーティングルームA・B


１．情報共有が必要な事項の報告、告知など
●2/16親向けセミナーｉｎ名張の報告（浦田）

・参加者数３名（うち２名は途中退席）。
・「目隠しゲーム」は行わず、個別相談を実施。
●就労体験事業の報告（浦田）

・定員に到達。四日市でも就職希望者が出現。
・就労体験事業の次のステップとして、就労に近い現場を考えることが課題。
２．平成19年度の総括、平成20年度への展望
●ネットワーク会議の位置づけについて
・アウトリーチ事業の重要性は理解できるものの、当事者をサポートするという実体的な動きが不十分である。当事者の実態やサポートの取り組みについて情報の共有化を図ることで、会議参加者が顔の見える関係となり、現実的な対応も考えることが可能になる。

・ネットワーク会議の目的が、県への政策提言なのか、市町への指導なのか、今一つ明確でない。今後、取り組みを展開していくに当たって、障害とならないか懸念される。
●ネットワーク会議の仕組みについて
・時間的な制約があったうえ、メンバーの固定化もままならず、必ずしも効率的な運営がなされたとはいえない状態だった。
・テーマ別に議論を深めるという点で、部会形式での会議進行は有意義であった。逆に、部会間の情報共有が不十分であった。その意味で、共通の目標に向かって取り組むとか、スタートラインについての共通認識を持つとかいったことが重要となる。

・この問題に関する理解が、昨年度からの参加者と今年度からの参加者とで差異がある。一方で、客観的な情報に乏しく、当事者の実態が把握しづらいなか、必要な対策を考えることも難しい。その意味で、参加者間の情報共有も不可欠である。

・ネットワークの拡充や充実を働きかけるには、成果を取りまとめ、その情報をネットワークの内外に発信していくことが大切である。

・一方、この問題について気持ちで感じることも必要であり、当事者サポートの現場に是非、足を運んでほしい。
・ボランティアやＮＰＯでの仕事を就労の場と捉えるならば、地域福祉を考える中で当事者サポートを位置づけることも有効となる。加えて、大学や高校などが社会人教育に注力する状況下で、教育関係とのネットワークも検討すべきである。このほか、当事者が社会の中での役割を見出すことが当事者サポートとして重要であり、当事者の声を会議に反映させることもポイントとなる。

●就労支援の仕組みについて
・就労体験事業の体験者24名のうち、そのまますぐに就職できるのは２、３名程度である。その他の体験者には、概ね３～10年の期間が必要となり、場合によっては一生付き添う必要も出てくる。

・就労に向けて、段階的に仕事の質・量を高めていくという点で、ジョブ・コーチが付き添えるとか、複数の人員で仕事をシェアできるといった、柔軟な仕事の委託方法を考える必要がある。
・そうした支援を行う場合には、ある程度の規模がないと採算面で非常に苦しい。公的な援助も不可欠である。この点、静岡県では、当事者（の親）に月謝を支払ってもらっているという点が特徴的である。ただし、三重県では「カウンセリングは無料」というイメージが定着している。
・自治体財政運営の厳しさを勘案すると、既存のシステムでの対応は困難である。今後は、就労支援の核となる部分は民間が担いつつ、行政の施策を有効に活用する、という方法が現実的である。
・行政としては、ユース・サポーターやユース・アドバイザーの養成などを通じて、当事者を地域でサポートできる体制づくりを進めている。今後は、市町においてこの問題についての認識を深めてもらえるよう、親向けセミナーなどのイベントを契機として、ネットワークを市町へと拡大していくことを考えている。

・当事者を適切な支援機関に引き継いだ場合でも、当事者を継続的にサポートできるよう、ネットワークとして当事者をケアしていくことが重要である。
●企業に対するアプローチについて
・就労体験事業も２年目となり、当事者の受入先は15事業所、受入申出先は50事業所と、就労支援を考える事業所が出始めている。

・派遣労働は、現時点では当事者が働きやすい仕組みとはなっていない。それは、企業の理解を進めるに至っていないことが背景と考えられる。したがって、企業に対する啓発、メリットの提示を行っていくことが重要となる。そうしたことを行える人材を育成することも、ネットワーク会議の役割なのかもしれない。

・現在のネットワーク会議では、「企業側への提案」が中心になっており、企業側の考えを聞くためにも、企業をネットワークへ取り込むこともポイントとなる。
以上










